
随意契約結果及び契約の内容

業    務    の    名    称

業      務      概      要

契  約  担  当  官  等  の
氏  名  並  び  に  そ  の
所  属  す  る  部  局  の
名  称  及  び  所  在  地

契    約    年    月    日

契    約    業    者    名

契  約  業  者  の  住  所

契      約      金      額

予      定      価      格

随意契約によることとした理由

業      務      場      所

業      種      区      分

履   行   期   間  （ 自 ）

履   行   期   間  （ 至 ）

備                      考

平成３１年度　菊川・天竜川整備検討業務

計画準備　一式、改修事業効果検討　一式、河道及び樹木（植生）
変化の把握  一式、河川整備計画点検資料作成　一式、事業再評価
資料作成　一式、天竜川の総合的な土砂管理に関する検討　一式  

分任支出負担行為担当官浜松河川国道事務所長  田中　里佳

浜松市中区名塚町２６６

平成３１年　４月１５日

（株）建設技術研究所　中部支社

名古屋市中区錦１－５－１３

３４,５６０,０００ 円（税込み）

３４,５６０,０００ 円（税込み）

〈簡易公募型プロポーザル（拡大）〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本業務は、菊川・天竜川において、河川整備計画に基づく河川の整備の実施
に関する次項について、事業の進捗状況の点検、整備効果を整備し、今後の河
川改修事業における整備方法を検討するものである、また、現況流下能力の把
握や改修効果を算出するとともに、重要水防箇所について検討し、関係機関説
明資料をとりまとめるものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記業者は企画提案書の提出があった２者のうち、企画提案書の内容、企業及
び予定担当者の業務実績、ヒアリング結果について、総合的に評価を行った結
果、求める業務内容等に合致し、最もすぐれていることから特定したものであ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
適用法令：会計法第２９条の３第４項　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　予算決算及び会計令第１０２条の４第３号

土木関係建設コンサルタント業務

平成３１年　４月１６日

令和　２年　２月２８日
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